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100-8916 1-2-2 

TEL 03-5253-1111 

   

404-8501 1085-1 

TEL 0553-32-2111 

 



 　 当該事業は、印旛地域9市町の水道用水の長期安定供給のため、水源の確保を図る事業である。印旛地域は、都心から30～

 60km圏に位置し、昭和40年代以降、人口増加及び都市化が急速に発展し、地下水を水源とする生活用水の需要量は増加の一

 途をたどった。しかしながら、昭和49年7月に千葉県公害防止条例（現千葉県環境保全条例）により、印旛地域全域が地下水採取

 規制地域に指定されたことから新規需要に対処するためには、地下水以外の新たな水源を求める必要が生じた。

　  印旛広域水道用水供給事業は昭和56年3月に創設され、昭和57年12月から一部の構成団体に水道用水の供給を開始してい

 る。創設事業は目標年度を平成7年度とし、奈良俣ダム等に水源を求める計画としていた。その後、さらに増大する水需要に対応

 するため、霞ヶ浦導水等の新たな水源を確保するとともに事業の見直しを行い、平成3年2月に平成13年度を計画目標年度とする

 変更認可を取得し、平成5年4月から、すべての構成団体へ用水供給を行っている。平成7年3月には、基幹施設の建設を千葉県

 水道局（現千葉県企業局）と共同で実施する施設整備計画と併せて、構成団体の自己水源の見直しを含めた構成団体間の供給

 水量の配分調整を行い、計画目標年度を平成22年度とする変更認可を取得した。

 　霞ヶ浦導水事業は、昭和60年度に事業採択され、本事業に着手している。その後、厚生労働省の通知に従い、都度、事業再

評価を実施している。

 　 当組合の事業再評価は、平成26年度の前回評価から5年が経過したため、実施するものである。

　  既認可においては、計画目標年度である平成22年度までの水需要予測を行っている。計画給水人口を579,765人、計画一日

 最大給水量を175,470m
3
/日としており、実績値と比較すると乖離が生じている。

    そのため、今回の評価に当たり、直近の実績等を踏まえ、平成30年度を基準として新たに水需要予測を行った。この結果、給

 水人口及び給水量は緩やかな減少傾向となる見込みである。

    水源水質は特に悪化の傾向は見られず、構成団体の自己水源（地下水）についても水質に関する報告はない。

    また、当組合は浄水施設等の運転及び管理を千葉県企業局に第三者委託しているが、原水水質については、千葉県企業局

 からデータの提供を受けて確認している。

    構成団体の自己水源のうち暫定井戸は、千葉県環境保全条例により、新たな水源を確保するまでの間の暫定的な措置として

 特別に使用が認められているため、構成団体から代替となる表流水の早急な確保を要望されている。

　　当該事業は国土交通省が施工する事業であり水源開発の計画に沿って事業費を負担している。特定広域化事業は、構成団体

 の水需給計画に沿って施設整備を計画し、水源開発施設整備事業と整合を図っており、問題はない。

    霞ヶ浦導水事業においては、ゲート設備に「ラック式」開閉装置を採用するなど、新技術、新工法の採用を行ってきた。

　　特になし。

 経緯

 当該事業に係る要望等

 ■事業をめぐる社会経済情勢等

 その他関連事項

 技術開発の動向

 関連事業との整合

 水源の水質の変化等

 当該事業に係る水需給の動向等

 概要図

 　 別紙にて掲載

 目的、必要性

 5,320,000千円 総事業費

評価の内容（令和元年度実施）

 霞ヶ浦導水事業

 水道水源開発施設整備費
 広域化施設整備費

 昭和60年度～令和5年度

 ■事業の概要

 印旛郡市広域市町村圏事務組合  事業名

 補助区分

 工期

 茨城県

 事業主体

 事業箇所

 事業着手年度  昭和60年度
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　　霞ヶ浦導水事業では、機場や立坑部分については用地取得（100％完了）、地下トンネル部分については区分地上権設定によ

 り事業を実施している。

　　区分地上権設定については、平成31年4月末現在、利根導水路は100％完了、石岡トンネル区間では98％完了、土浦トンネル

 区間では0％となっている。区分地上権設定にあたり一部の土地において、現時点では任意による解決が困難な状況となっている

 ことから、任意交渉だけでなく、土地収用法に基づく権利取得も視野に入れ手続きを進めている。

　　河川法に基づく水利使用許可として、当組合は当該事業に係る暫定水利権を平成31年3月29日に許可されている。

　　当該事業の総事業費5,320,000千円（建設負担金ベース）に対して、平成30年度末時点における執行済み額は4,507,977千円で

 進捗率は84.7パーセントである。工事についてはおおむね計画通りに進捗している。

　　特になし。

　　特になし。

　　霞ヶ浦導水事業では、過去、立坑の施工で「自動化オープンケーソン工法」を、トンネルの施工コストを大幅に縮減した「長距離

  急速施工シールドマシン工法」などの新技術を導入し、コストの縮減と安全性の向上に取り組んできた。

　国土交通省では、技術開発の動向を踏まえ新技術の活用の可能性について積極的に検討が行われている。

　  当該事業については、国、関係自治体及び利水者からなる「霞ヶ浦導水事業のコスト管理等に関する連絡協議会」を設置し、コ

 スト縮減の達成状況等の協議を行いながら、毎年度コスト管理等を行っている。

　  当該事業の目的を達成するための代替案としては、既存表流水源の活用、地下水の利用及び海水淡水化を検討したが、いず

　れも実現可能性及び事業費等の観点から、霞ヶ浦導水事業の代替案として適当でない。

　  今回、これらの検討結果に影響を与える新たな情勢変化等は認められず、新たな立案の可能性は生じていない。

　　霞ヶ浦導水事業は、水質浄化、水不足の軽減及び新規都市用水の確保を目的とする、那珂川、霞ヶ浦及び利根川をつなぐ導

 水路を建設する事業である。

　　当該事業により当組合は新規開発水源を利用可能となり、構成団体が地下水から表流水に転換する水源が確保でき、減・断水

 被害の軽減が図られる。

 ①費用便益比の算定方法

　　平成29年3月に一部改訂された「水道事業の費用対効果分析マニュアル」（厚生労働省医薬・生活衛生局）に基づき、量－反

 応法により、「総費用」、「総便益」を算定した。

 ②費用の算定

　　費用は水源開発等の事業費及びダム開発等の維持管理費を計上した。

　　総費用は343,370,576千円となる。

 ③便益の方法

　　便益は霞ヶ浦導水等の水源開発と相応の水道用水供給事業がない場合の給水制限日数を想定し、渇水による減・断水被害額

 を計上した。渇水被害は構成団体一体として計算し、生活用水、業務営業用水、工場用水に分けて算定した。

　　総便益は1,120,913,436千円となる。

 事業実施上の課題

 ■新技術の活用、コスト縮減及び代替案立案の可能性

 新技術の活用の可能性

 コスト縮減の可能性

 用地取得の見通し

 関連法手続等の見通し

 工事工程

 ■事業の進捗状況

 費用便益比（事業全体）

 ■費用対効果分析

 代替案立案の可能性

 事業により生み出される効果

 その他関連事項

2



 ④費用便益比の算定

　　総費用及び総便益を算定した結果、費用便益比は以下のとおりとなる。

　　費用便益比＝総便益÷総費用

　　　　　　　　　　＝1,120,913,436千円÷343,370,576千円

　　　　　　　　　　＝3.26（小数点第3位を四捨五入） ＞1.00

 費用便益比が1.0以上となることから、事業全体の投資効率性は妥当であると判断できる。

 ①費用便益比の算定方法

　　平成29年3月に一部改訂された「水道事業の費用対効果分析マニュアル」（厚生労働省医薬・生活衛生局）に基づき、量－反

 応法により、「総費用」、「総便益」を算定した。

 ②費用の算定

　　費用は水源開発等の事業費及びダム開発等の維持管理費を計上した。

　　総費用は118,618,948千円となる。

 ③便益の方法

　　便益は霞ヶ浦導水等の水源開発と相応の水道用水供給事業がない場合の給水制限日数を想定し、渇水による減・断水被害

 額を計上した。渇水被害は構成団体一体として計算し、生活用水、業務営業用水、工場用水に分けて算定した。

　　総便益は1,113,091,683千円となる。

 ④費用便益比の算定

　　総費用及び総便益を算定した結果、費用便益比は以下のとおりとなる。

　　費用便益比＝総便益÷総費用

　　　　　　　　　 ＝1,113,091,683千円÷118,618,948千円

　　　　　　　　　 ＝9.38（小数点第3位を四捨五入）＞1.00

 費用便益比が1.0以上となることから、事業全体の投資効率性は妥当であると判断できる。

　　特になし。

　　当該事業の費用便益比は良好な数値を示しており、費用対効果の面から十分な効果が見込まれる。よって、事業は継続するこ

 とが妥当である。

　　印旛広域水道用水供給事業における「水道水源開発整備事業（霞ヶ浦導水）」の再評価について審議した結果、事業の継続が

 妥当であると判断する。

　　ついては、今後も社会経済情勢の変化等を見極め、水需要の動向及び水源開発の状況を的確に把握し、効率的な事業運営

 を図るよう求める。

 厚生労働省  医薬・生活衛生局　水道課　技術係

　  〒100-8916  東京都千代田区霞ヶ関1-2-2

　　TEL  03-5253-1111

 印旛郡市広域市町村圏事務組合　水道企業部　業務課

　  〒285-8533  千葉県佐倉市宮小路町12番地

　　TEL  043-486-5111

 費用便益比（残事業）

 ■その他（評価にあたっての特記事項等）

 ■対応方針

 ■学識経験者等の第三者の意見

 ■問合せ先
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